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１．13 年 3 月期の業績(平成 12 年 4 月１日～平成 13 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売 上  高 営 業  利 益 経 常  利 益 
 
13 年 3 月期 
12 年 3 月期 

百万円 
357,009 
352,406 

％ 
  1.3 
  7.3 

百万円 
       15,608  

 6,065 

％ 
  157.3 
  102.0 

百万円 
15,836 
3,189 

％ 
  396.4 
  118.0 

 
   

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
13 年 3 月期 
12 年 3 月期 

百万円 
10,924 
2,707 

％ 
   303.5 
  ― 

円 銭 
19 45 
4  82 

           円 銭 
         19  30  
      ― 

％ 
4.5 
1.2 

％ 
2.8 
0.6 

％ 
4.4 
0.9 

（注）①期中平均株式数        13 年 3 月期  561,809,596 株    12 年 3 月期  561,782,999 株 
      ②会計処理の方法の変更    無 
      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  
(2)配当状況 
 １株当たり年間配当金 
  中  間 期  末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配当率 

 
13 年 3 月期 
12 年 3 月期 

円 銭 
6 00 
5 00 

円 銭 
3 00 
2 50 

円 銭 
3 00 
2 50 

百万円 
3,368 
2,808 

％ 
30.8 

      103.7  

％ 
1.3 
1.3 

 
(3)財政状態 
 

総 資 産

 

株 主 資 本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
13 年 3 月期 
12 年 3 月期 

百万円 
588,899 
542,491 

百万円 
258,283 
224,143 

％ 
               43.9 
               41.3 

               円 銭 
          459  73 
          398 98 

(注) 期末発行済株式数 13 年 3 月期 561,820,444 株 12 年 3 月期 561,790,260 株 
     

２．14 年 3 月期の業績予想(平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日) 
 １株当たり年間配当金 
 

売上高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
167,000 
340,000 

百万円 
3,000 
8,000 

百万円 
 7,000 
10,000 

円 銭 
3 00 
― 

円 銭 
― 

3 00 

円 銭 
― 

6  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期) 17 円 80 銭 

 
 
 
 

当 期 純 利 益 
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比 較 貸借対照表  
 

(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４０期 

(平成 13 年 3 月 31 日) 

第１３９期 
(平成 12 年 3 月 31 日) 

比 較 増 減 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
      ２２４，２９３ 

 
３００，０８２ 

 
△７５，７８９ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
自 己 株 式 
製 品 
仕 掛 品 
材 料 
貯 蔵 品 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

１，３２４ 
１，４９３ 

１１８，５１４ 
２２，３１０ 

０ 
９，３０９ 
１９，７７７ 

９５３ 
１，２１６ 
１９，６８０ 
２，１６４ 
２７，７８２ 

△２３４ 
 

３６４，６０５ 

２，６０５ 
１２，０７９ 

１１４，０５９ 
１０６，７６３ 

２ 
１４，８９９ 
２１，２５９ 

９１７ 
１，０６５ 
１５，５９６ 
１，６２９ 
９，８７５ 
△６７１ 

 
２４２，４０９ 

△１，２８１ 
△１０，５８６ 
４，４５５ 

   △８４，４５３ 
   △２ 

△５，５９０ 
△１，４８２ 

３６ 
１５１ 

４，０８４ 
５３５ 

１７，９０７ 
４３７ 

 
１２２，１９６ 

 
有 形 固 定 資 産  

 
１０５，６３１ 

 
９７，４９６ 

 
８，１３５ 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

２７，２７８ 
１，８４２ 
５０，４１０ 

２４５ 
３，０３３ 
１６，７５７ 
６，０６４ 

 
１，３９３ 

２８，３３７ 
１，８０４ 
４５，７００ 

３１２ 
２，８１８ 
１４，７９２ 
３，７３１ 

 
１，２１４ 

△１，０５９ 
３８ 

４，７１０ 
△６７ 
２１５ 

１，９６５ 
２，３３３ 

 
１７９ 

借 地 権 
その他の無形固定資産 

 
投  資  等  

１，１６５ 
２２８ 

 
２５７，５８０ 

１，０４５ 
１６９ 

 
１４３，６９７ 

１２０ 
５９ 

 
１１３，８８３ 

投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
自 己 株 式 
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 投 資 等 
貸 倒 引 当 金 

１１０，００８ 
１４０，９０９ 

３４３ 
２，６６６ 

－ 
４，９０７ 
△１，２５５ 

 

７，０９０ 
１２２，２８５ 

－ 
２，７４３ 
７，４７０ 
５，０３２ 
△９２３ 

 

１０２，９１８ 
１８，６２４ 

３４３ 
△７７ 

△７，４７０ 
△１２５ 
△３３２ 

 
資 産 合 計 ５８８，８９９ ５４２，４９１ ４６，４０８ 
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(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４０期 

(平成 13 年 3 月 31 日) 

第１３９期 
(平成 12 年 3 月 31 日) 

比 較 増 減 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
１７２，５５９ 

 
１８２，０２６ 

 
△９，４６７ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
コマーシャルペーパー 
社 債 
転 換 社 債 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

１１，８８１ 
７８，６４３ 
４４，５１８ 
１０，０００ 

－ 
２７３ 

１０，５４５ 
２，３０３ 
１１，４６６ 
２，９２６ 

 
１５８，０５５ 

３０，１８０ 
５８，７６６ 
４４，３７２ 

－ 
３０，０００ 

－ 
３，８５１ 
２，７８１ 

１１，００９ 
１，０６４ 

 
１３６，３２１ 

△１８，２９９ 
１９，８７７ 

１４６ 
１０，０００ 

△３０，０００ 
２７３ 

６，６９４ 
△４７８ 
４５７ 

１，８６２ 
 

２１，７３４ 
社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
適格退職年金過去勤務債務 
退 職 給 与 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

１００，０００ 
１６，９８９ 
１４，６３２ 
１２，９９４ 

－ 
－ 

１１，３６４ 
１，５６５ 

５１１ 
 

８０，０００ 
１７，２７８ 
１４，３００ 

－ 
１３，４１０ 
１０，５３６ 

－ 
４２４ 
３７２ 

 

２０，０００ 
△２８９ 
３３２ 

１２，９９４ 
△１３，４１０ 
△１０，５３６ 
１１，３６４ 
１，１４１ 

１３９ 
 

負 債 合 計 ３３０，６１５ ３１８，３４８ １２，２６７ 
(資 本 の 部 )  
資  本  金  

 
６７，１７５ 

 
６７，１６７ 

 
８ 

 
法 定 準 備 金  

 
９２，４５１ 

 
９２，１２５ 

 
３２６ 

資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 

 
剰  余  金  

８２，３５９ 
１０，０９２ 

 
７２，２７８ 

８２，３５１ 
９，７７４ 

 
６４，８５１ 

８ 
３１８ 

 
７，４２７ 

事 業 研 究 費 積 立 金 
特 別 償 却 積 立 金 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
別 途 積 立 金 
当 期 未 処 分 利 益 

１，６２７ 
１１ 
１ 

１，４７７ 
５８，７６６ 
１０，３９４ 

１，６２７ 
２３ 
９ 

１，５５５ 
５８，７６６ 
２，８６９ 

－ 
△１２ 
△８ 

△７８ 
－ 

７，５２５ 
  ( う ち 当 期 純 利 益 ) (１０，９２４) (２，７０７) (８，２１７) 

 
評 価 差 額 金  

 
２６，３７８ 

 
－ 

 
２６，３７８ 

その他有価証券評価差額金 ２６，３７８ － ２６，３７８ 
    

資 本 合 計 ２５８，２８３ ２２４，１４３ ３４，１４０ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ５８８，８９９ ５４２，４９１ ４６，４０８ 
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比 較 損益計算書  
 

(単位 百万円)

 科   目 

第１４０期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13年 3月 31日 

第１３９期 
自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成 12年 3月 31日 比 較 増 減 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

  

(経 常 損 益の部 ) 
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

３５７，００９ 
３０３，８７１ 
３７，５２９ 
１５，６０８ 

％ 
 

100.0 
85.1 
10.5 
4.4 

 
 

３５２，４０６ 
３０４，０８８ 
４２，２５３ 
６，０６５ 

％ 
 

100.0 
86.3 
12.0 
1.7 

 
 

４，６０３ 
△２１７ 

△４，７２４ 
９，５４３ 

％ 
 

1.3 
△0.1 
△11.2 
157.3 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
１０，５８２ 

 
2.9 

 
５，９４１ 

 
1.7 

 
４，６４１ 

 
78.1 

受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

６，８９８ 
３，６８４ 

１０，３５５ 

1.9 
1.0 

2.9 

３，８８０ 
２，０６０ 

８，８１６ 

1.1 
0.6 

2.5 

３，０１８ 
１，６２４ 

１，５３９ 

77.8 
78.8 

17.5 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

４，８２８ 
５，５２６ 

１５，８３６ 

1.3 
1.6 

4.4 

５，４７３ 
３，３４３ 

３，１８９ 

1.6 
0.9 

0.9 

△６４５ 
２，１８３ 

１２，６４７ 

△11.8 
65.3 

396.4 

(特 別 損 益 の部 ) 
特別利益 ２４，１４８ 6.8 ２０，２７２ 5.8 ３，８７６ 19.1 
投資有価証券売却益 
退職給付信託設定益 
子 会 社 株 式 売 却 益 
固 定 資 産 売 却 益 

特別損失 

３，５９６ 
２０，２４１ 

３１１ 
－ 

２３，０８７ 

1.0 
5.7 
0.1 
－ 

6.5 

１４，００３ 
－ 
－ 

６，２６８ 

１７，８０９ 

4.0 
－ 

  － 
1.8 

5.1 

△１０，４０７ 
２０，２４１ 

３１１ 
△６，２６８ 

５，２７８ 

△74.3 
－ 
－ 
－ 

29.6 
事 業 構 造 改 善 費 用 
退職給付変更時差異 
子 会 社 支 援 損 等 
子 会 社 株 式 売 却 損 
希 望 退 職 関 連 費 用 
有 価 証 券 評 価 損 
子会社株式評価損等 

 
税 引 前 当 期 純 利 益 

９０５ 
１６，９６３ 
４，２２８ 

９９０ 
－ 
－ 
－ 
 

１６，８９７ 

0.2 
4.8 
1.2 
0.3 
－ 
－ 
－ 
 

4.7 

３，８７４ 
－ 
－ 
－ 

１０，４２３ 
１，７７３ 
１，７３８ 

 
５，６５３ 

1.1 
－ 
－ 
－ 
3.0 
0.5 
0.5 
 

1.6 

△２，９６９ 
１６，９６３ 
４，２２８ 

９９０ 
 △１０，４２３ 
△１，７７３ 
△１，７３８ 

 
１１，２４４ 

△76.6 
－ 
－ 
－ 

   － 
－ 
－ 
 

198.9 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

４，１２０ 
１，８５２ 

1.1 
0.5 

３，９００ 
△９５３ 

1.1 
△0.3 

２２０ 
２，８０５ 

5.6 
－ 

当 期 純 利 益 １０，９２４ 3.1 ２，７０７ 0.8 ８，２１７ 303.5 

前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 
利 益 準 備 金 積 立 額 

 

１，３２２ 
１，６８４ 

１６８ 
  

１，７０６ 
１，４０４ 

１４０ 
    

当 期 未 処 分 利 益 １０，３９４  ２，８６９    
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比 較 利益処分案  
 
  (単位 百万円) 

 
 

第１４０期 
(平成12年4月1日～平成13年3月31日) 

第１３９期 
(平成11年4月1日～平成12年3月31日) 

 
当 期 未 処 分 利 益 
特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 取 崩 額 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 

 

 
１０，３９４ 

１１ 
－ 

８４ 
 

 
２，８６９ 

１２ 
７ 

１８９ 
 

計 
 
 

これを次のとおり処分します。 
 

利 益 準 備 金 
利 益 配 当 金 

 
 

役 員 賞 与 金 
( う ち 、 監 査 役 分 ) 

 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 
別 途 積 立 金 

 

１０，４９０ 
 
 
 
 

２００ 
１，６８４ 

  １株につき３円００銭 
 

１３０ 
(－) 
 

１３６ 

    ７４ 

 ４，５００ 

３，０７８ 
 
 
 
 

１５０ 
１，４０４ 

  １株につき２円５０銭 
 

９０ 
(１０) 

 
１１１ 

 － 

         － 

計 
 

次 期 繰 越 利 益 

６，７２５ 
 

３，７６５
 

１，７５６ 
 

１，３２２
 

(注)平成１２年１２月１２日に、１，６８４百万円(１株につき３円００銭)の中間配当を実施いたし 
ました。 
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 
  子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 
 その他有価証券 
  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。  

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。 

３． 固定資産の減価償却方法 
有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 
  ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用して
おります。 

４．繰延資産の処理方法 
 支出時に全額償却しております。 

 
５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円価に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 

 
６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 
      一般債権については貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性
を勘案して個別に貸倒見積額を計上しております。 

 
(2) 退職給付引当金 
  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。 
 なお会計基準変更時差異については一時に費用処理しております。 
 

(3) 役員退職慰労引当金 
   当社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。 
    この役員退職慰労引当金は商法第 287 条ﾉ 2 の引当金であります。 

７． リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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８．重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 
   為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて
は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建債権 
金利スワップ   借入金 

 
(3) ヘッジ方針 
   当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建
債権の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の 
為に金利スワップ取引を行うものとしております。 

 
９．消費税等の会計処理 

  税抜方式であります。 
 
 
追追追追    加加加加    情情情情    報報報報    

（退職給付会計） 
当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。 
退職給与引当金及び適格退職年金過去勤務債務は、退職給付引当金に含めて表示しております。 
 

（金融商品会計） 
  当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。 
期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、一年内に満期の到来する有価証券は流動資産と
して、それ以外は投資有価証券として表示しております。 

（外貨建取引等会計基準） 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」
(企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

(貸借対照表に関する事項) 
 第１４０期  第１３９期 
１．子会社に対する短期金銭債権 １１２，５４８百万円 ７２，０７１百万円 
     〃   長期金銭債権 ７３７百万円 ８３２百万円 
     〃   短期金銭債務 ５，０１９百万円 ８，３７８百万円 
     〃   長期金銭債務 ２１０百万円 １２８百万円 
   
２．有形固定資産の減価償却累計額 ２５７，５３１百万円 ２５３，３０６百万円 
   
３．保証債務等 ５７，９７２百万円 １１，２６９百万円 
 （保証類似行為を含めております。）  
   
４．転換社債の転換による新株発行額 １５百万円 ８百万円 
  転換社債の転換による資本組入額 ７百万円 ４百万円 
   
５．発行済株式数の増減 
  転 換 社債の転換による増加 

   

 
３０千株 

 

 
１５千株 

 
 
(損益計算書に関する事項) 

子会社との取引高 第１４０期  第１３９期 
     売 上 高 １８３，３１７百万円 １１３，３２９百万円 
     仕 入 高 ２４，０８７百万円 ４３，３７４百万円 
   営業取引以外の取引高 ２６，９４３百万円 １８，３９５百万円 

 
リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係    
            
(所有権移転外のファイナンス・リース取引)    

 第１４０期        第１３９期 

    (工具器具備品等)    (工具器具備品等) 
１. 取 得 価 額 相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 
期 末 残 高 相 当 額 

  ５，１７２百万円 
２，７１３百万円 
２，４５９百万円 

５，８３９百万円 
３，４４９百万円 
２，３８９百万円 

２. 未経過リース料期末残高相当額   
 
 
 

１ 年 内 
１ 年 超 
(合   計) 

１，００４百万円 
１，４５４百万円 

  (２，４５９百万円) 

１，１８７百万円 
１，２０１百万円 

  (２，３８９百万円) 

３. 支払リース料(減価償却費相当額) １，２４５百万円 １，２８８百万円 

４. 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。 

５. リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高
等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。 
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有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 

 
 

貸借対照表計上額 
（平成13年3月31日現在） 

 
時  価 

 

 
差  額 

 
関 連 会 社 株 式 

 
２，６９２百万円 ６，６７７百万円 ３，９８４百万円 
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役員の異動（平成１３年６月２８日付）役員の異動（平成１３年６月２８日付）役員の異動（平成１３年６月２８日付）役員の異動（平成１３年６月２８日付）    

 
１．新任取締役候補者 
 

     寺 尾   勇    （現 執行役員 専務 生産企画本部長） 
 

     高 野 公 一   （現 執行役員 専務 欧米地区総括） 
 

     猪 俣 忠 雄   （現 執行役員 常務 精機本部長） 
      

２．退任予定取締役 
 

     高 田   紘    （現 取締役 管理部門管掌） 

                エヌエスケー土地建物（株）取締役社長に就任予定 
 

     楠 木 直 隆   （現 取締役 営業管掌） 

                エヌエスケー販売（株）取締役会長に就任予定 
 

     小 坂 幸 男   （現 取締役 生産総括） 

                オートリブ（株）ＣＯＯ（ﾁｰﾌ･ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ｵﾌｨｻｰ）に就任予定 


